
第3章 	自立した生活の実現と暮らしの安心確保
	 第1節	 地域共生社会の実現の推進

	1	地域共生社会の実現について
少子高齢・人口減少、地域社会の脆弱化等、社会構造の変化の中で、人々が様々な生活

課題を抱えながらも住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民等が支え
合い、一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていくことのできる「地域共生
社会」の実現が求められている。
地域共生社会の実現に向けて、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包

括的な支援体制を整備するため、2021（令和3）年度から重層的支援体制整備事業（以
下「重層的支援事業」という。）を実施している。重層的支援事業は、対象者の属性を問
わない相談支援、多様な参加支援、地域づくりに向けた支援を一体的に行う事業であり、
2022（令和4）年度には134市町村、2023（令和5）年度には189市町村が実施した。
また、地域共生社会の実現に向けた気運を醸成するため、ポータルサイトによる地域住民
に向けた情報発信等も積極的に行っている。
引き続き、こうした取組みを着実に進めながら、地域共生社会の実現に向けて、市町村

における包括的な支援体制の構築に取り組んでいく。
ひきこもり支援については、2018（平成30）年までに、全都道府県・指定都市に、ひ

きこもりに特化した相談窓口である「ひきこもり地域支援センター」を設置した。2021
年度には、ひきこもり支援に関係する各府省の担当部局が参加する「ひきこもり支援に関
する関係府省横断会議」を開催し、様々な社会資源が参画・連携できる環境整備について
議論を行い、同会議の取りまとめとして構成員連名通知を発出し、自治体に対して、関係
機関間のより一層の連携促進を依頼している。また、2022年度は、市町村域について事
業メニューの拡充を図り、これまで都道府県と指定都市に設置してきた「ひきこもり地域
支援センター」を一般の市町村にも設置できるようにするなど、より身近な場所で相談や
支援が受けられる環境づくりを進めるとともに、国が主体となって、支援に関わる方に対
し知識や支援手法を習得するための研修を実施し、良質な支援者の育成に取り組んだ。
2023年度においては、さらに、研修の対象について、ひきこもり地域支援センター等の
中堅職員や指導的な立場を担う支援者も対象とするなど、研修の充実を図るとともに、支
援者自身を支援する取組みを新たに始めるなど、支援の質の向上や支援者のサポートに取
り組んだ。さらに、地域住民のひきこもりに対する理解を深め、当事者やその家族が孤立
せず、相談しやすい環境づくりを促進することを目的として、シンポジウムや全国キャラ
バンの開催、ひきこもり支援に関するポータルサイト＊1の開設等を一体的に行う普及啓
発・情報発信の取組みを展開している。
このほか、東日本大震災をはじめとし、令和6年能登半島地震に至るまで大規模な災害

の影響により、仮設住宅等での避難生活を余儀なくされている被災者に対して、孤立防止
＊1	 ひきこもり支援ポータルサイト「ひきこもりVOICE STATION」　https://hikikomori-voice-station.mhlw.go.jp/
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のための見守りや日常生活上の相談支援など、安定的な日常生活を確保するための支援を
行う「被災者見守り・相談支援等事業」を行っている。本事業は、2018年度までは大規
模な災害が発生した場合に事業化していたが、2019（令和元）年度以降は特定の災害に
限定しない事業として、災害が発生した場合に自治体が速やかに事業を実施できることと
している。また、東日本大震災をきっかけに、2011（平成23）年度から24時間365日
つながる電話相談窓口を設置し、電話による相談を受けて様々な悩みを傾聴するととも
に、必要に応じ面接相談や同行支援を実施して具体的な問題解決につなげる相談支援事業
を行っている。

	2	消費生活協同組合について
消費生活協同組合（生協）は、一定の地域又は職域での人と人とのつながりによる非営

利の協同組織であり、主に組合員に対して、食料品や雑貨などの販売、食堂などの施設の
運営、生命共済などの各種共済、医療事業や福祉事業などを行っているが、相互扶助の理
念に基づき、地域の見守り活動や子育て支援など、組合のインフラを生かした各種助け合
い活動にも積極的に取り組み、地域のコミュニティづくりに寄与している。
このような取組みを一層促進するため、2021（令和3）年には消費生活協同組合法施

行規則を改正し、地域課題の解決に取り組む組織に対し、生協が所管行政庁の許可を得て
物品を供給することを可能とした。
また、生協は、その組織力を生かした災害時の支援活動にも取り組んできており、「令

和6年能登半島地震」においても、緊急支援物資の提供や募金の呼び掛けなど、全国の生
協で様々な支援・協力が行われた。

	3	地域生活定着促進事業の実施について
刑又は保護処分の執行のため矯正施設（刑務所、少年刑務所、拘置所及び少年院）に入

所している人のうち、高齢又は障害のため退所後直ちに福祉サービス等（例えば、障害者
手帳の発給や施設への入所等）を受ける必要があるものの退所後の行き場のない人等は、
退所後に必要な福祉サービス等を受けることが困難である。
そのため、厚生労働省では、2009（平成21）年度から「地域生活定着支援事業」（現

在は地域生活定着促進事業）を実施している。
本事業では、各都道府県の地域生活定着支援センター（全国48か所）が、矯正施設入

所中から、矯正施設や保護観察所、地域の福祉関係機関等と連携して、支援の対象となる
人が退所後から福祉サービス等を受けられるよう取り組んでいる。また、2021（令和3）
年度からは、被疑者や被告人等に対して福祉サービス等の利用調整や釈放後の継続的な援
助等を行う業務を実施している（図表3-1-1）。
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	 図表3-1-1	 地域生活定着促進事業の概要

調整依頼

調整依頼

Ａ県矯正施設

保護観察所

A県検察庁

A県弁護士

被 疑 者 等 支 援

矯正施設退所者等支援

・帰住地の調整（自治体への相談、福祉
施設等への利用調整）

・退所時の同行（福祉事務所、受入福祉
施設等への同行、各種申請の援助等）

・地域生活移行後も、定着のための継続
的な支援を実施（受入施設や自治体等
との官民の連携支援、相談支援等）

対象者選定
（被疑者・被告人）

協議・確認・調整
（被疑者・被告人）

被疑者・被告人又は退
所予定者との面会（福
祉ニーズ、帰住予定地
の聞き取り等）

対象者選定
（退所予定者）

連絡・調整

Ａ県地域生活定着支援センター B県地域生活定着支援センター

調整依頼

連絡・調整

厚生労働省（事業費補助）

※対象者選定にあたっては、高齢か、
障害があるか、帰住先がないか等
を基準に判断

帰住先の例
更生保護施設、アパート、福祉施設（養護
老人ホーム、保護施設、グループホーム等）

退所予定者等が他の都道
府県に帰住を希望する場
合は、当該都道府県のセ
ンターに調整連絡

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム ・ 実 施 主 体 等

１ 事 業 の 目 的

都道府県

スキーム図

実 施 主 体

事業の概要

　本事業は、高齢又は障害により、福祉的な支援を必要とする犯罪をした者等に対し、各都道府県の設置する「地域生活定着支援センター
」が、保護観察所、刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、留置施設、検察庁及び弁護士会、地域の福祉関係機関等と連携・協働しつつ、
刑事上の手続又は保護処分による身体の拘束中から釈放後まで一貫した相談支援を実施することにより、その社会復帰及び地域生活への定
着を支援し、地域共生社会の実現を図るとともに、再犯防止対策に資することを目的とする。

○平成21年度から、高齢又は障害により支援を必要とする矯正施
設退所者に対して、退所後直ちに福祉サービス等につなげる「地
域生活定着支援センター」の整備を実施。

○平成23年度末に全国47都道府県への整備が完了し、平成24
年度からは全国での広域調整が可能に。

○令和３年度から被疑者等支援業務を開始。

○地域生活定着支援センターは、既存の福祉関係者等と連携して、
以下の業務を実施。

　① コーディネート業務（矯正施設退所予定者の福祉サービスへのつなぎ）

　② フォローアップ業務（矯正施設退所者の受入れ施設等をフォロー）

　③ 相談支援業務（犯罪をした者やその家族等からの福祉サービス等の利用
　　　　　　　　　　 に関する相談への支援）

　④ 被疑者等支援業務（被疑者等を福祉サービスへつなぎ、その後フォロー）

　⑤ 上記の業務を円滑かつ効果的に実施するための業務
　   （関係機関等との連携及び地域における支援ネットワークの構築等）

	4	成年後見制度の利用促進について
成年後見制度は、認知症、知的障害その他の精神上の障害があることにより、財産の管

理又は日常生活等に支障がある者を支える重要な手段である。成年後見制度の利用促進に
関する施策を総合的・計画的に推進するため、「成年後見制度の利用の促進に関する法律」
（平成28年法律第29号）に基づき、2022（令和4）年3月には、「第二期成年後見制度利
用促進基本計画～尊厳のある本人らしい生活の継続と地域社会への参加を図る権利擁護支
援の推進～」を閣議決定し、地域連携ネットワークづくりの推進や市民後見人等の担い手
の育成、総合的な権利擁護支援策の充実、意思決定支援の浸透など更なる制度の運用改善
等に向けた取組みを行っている。

	 第2節	 社会福祉法人制度について

社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的とする法人として、長年、福祉サービ
スの供給確保の中心的な役割を果たしてきたが、その公益性・非営利性の徹底、国民に対
する説明責任の履行及び地域社会への貢献という観点から、「社会福祉法等の一部を改正
する法律」（2017（平成29）年4月本格施行）により、社会福祉法人制度改革が実施され
た。改革では、経営組織のガバナンスの強化（評議員会の必置化、一定規模を超える法人
に対する会計監査人の導入等）、事業運営の透明性の向上（現況報告書、計算書類、役員
報酬基準等の公表等）、財務規律の強化（社会福祉充実財産の明確化及び社会福祉充実財
産がある法人の社会福祉充実計画の作成の義務づけ等）、地域における公益的な取組みの
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実施に係る責務規定の創設等が行われた。また、2017年度には財務諸表等電子開示シス
テムが本格稼働し、全国の法人の現況報告書や計算書類等の公表の実施が可能となってい
る。
なお、会計監査人の設置法人数は2023（令和5）年度は568法人（うち、会計監査人

の設置が義務づけられた収益30億円又は負債60億円を超える法人は430法人）、社会福
祉充実計画の策定法人数は、2023年度は1,772法人となっている。
また、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」（令和2年法

律第52号）により、社会福祉事業に取り組む社会福祉法人やNPO法人等を社員として、
相互の業務連携を推進する「社会福祉連携推進法人」制度が創設され、2022（令和4）
年4月1日に施行された。同制度では、社会福祉法人をはじめ、同じ目的意識を持つ法人
が個々の自主性を保ちながら連携することで、地域特性に応じた創意工夫ある新たなサー
ビスの創出や、福祉人材の確保とともに、その働きやすい職場環境の整備、物資調達の効
率化など、規模の大きさを活かした多様な取組みが促進され、地域福祉の一層の推進、社
会福祉法人の経営基盤の強化等に資することが期待されており、2023年度末までに21
の社会福祉連携推進法人が設立されている。

	 第3節	 生活困窮者の自立・就労支援等の推進及び生活保護の適正な実施

	1	生活困窮者自立支援制度について
生活困窮者自立支援制度は、「生活困窮者自立支援法」（平成25年法律第105号）に基

づき、全国の福祉事務所設置自治体に相談窓口（自立相談支援機関）を設置し、複雑かつ
多様な課題を背景とする生活困窮者に対し、生活保護に至る前の段階で、自立に向けた各
種支援等を実施している（図表3-3-1）。また、地域の関係団体等と連携し、協働して地
域づくりを行いながら、生活困窮者の早期発見や包括的な支援につなげている。
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	 図表3-3-1	 生活困窮者自立支援制度の概要

◆自立相談支援事業

◆都道府県による市町村支援事業

包括的な相談支援

〈対個人〉

〈対地域〉

※法に規定する支援（◆）を中心に記載している
が、これ以外に様々な支援（◇）があることに
留意　

本
人
の
状
況
に
応
じ
た
支
援
（※

）

就労に向けた準備
が必要な者

柔軟な働き方を
必要とする者

就労に向けた準備
が一定程度

整っている者

家計から生活
再建を考える者

貧困の連鎖
の防止

再就職のため居住
の確保が必要な者

・緊急に衣食住の
確保が必要な者
・居住に困難を

抱え地域社会から
孤立した者

◆住居確保給付金の支給
・就職活動を支えるため家賃費用を有期で給付　　

◆就労準備支援事業
・一般就労に向けた日常生活自立・社会自立・就労自立のための訓練
　※就労のみならず居場所づくりなど幅広い社会参加を支援する機能の明確化
　（就労準備支援事業を１年を超えて利用できるケースの明確化）

◆認定就労訓練事業（いわゆる「中間的就労」）
・直ちに一般就労が困難な者に対する支援付きの就労の場の育成（社会福祉法人等の

自主事業について都道府県等が認定する制度）

◇生活保護受給者等就労自立促進事業
・一般就労に向けた自治体とハローワークによる一体的な支援

◆福祉事務所未設置町村による
相談の実施

・希望する町村において、
   一次的な相談等を実施

◆家計改善支援事業
・家計の状況を「見える化」するなど家計の状況を把握することや利用者の家計の改

善の意欲を高めるための支援（貸付のあっせん等を含む）　　

◆子どもの学習・生活支援事業
・生活保護世帯の子どもを含む生活困窮世帯の子どもに対する学習支援
・生活困窮世帯の子ども・その保護者に対する生活習慣・育成環境の改善、教育及び

就労に関する支援等

◇関係機関・他制度による支援
◇民生委員・自治会・ボランティアなどインフォーマルな支援
◇就労準備支援事業等の実施体制の整備促進　　等

なお一般就労が困難な者

◆一時生活支援事業
・住居喪失者に対し、一定期間、衣食住等の日常生活に必要な支援
　（シェルター事業） 
・シェルター等利用者や居住に困難を抱える者に対し、一定期間、訪問による見守

りや生活支援（地域居住支援事業）

国費2/3

国費2/3

国費3/4

国費1/2

国費1/2

国費1/2, 2/3

国費3/4

国費3/4

・生活と就労に関する支援員を配置し、ワンス
トップ型の相談窓口により、情報とサービス
の拠点として機能

・一人ひとりの状況に応じ自立に向けた支援計
画（プラン）を作成

・地域ネットワークの強化・社会資源の開発な
ど地域づくりも担う

居住確保支援

就労支援

家計再建支援

子ども支援

その他の支援

・市等の職員に対する研修、事業実施体制の支
援、市域を越えたネットワークづくり等を実施

◇都道府県等による
　企業開拓・マッチング支援事業

国費10/10
・就労体験や訓練を受け入れる企業等の開拓・

マッチング・定着までの一貫した支援
※　農業分野との連携等地域の実情に応じた

取組の促進

（全国907福祉事務所設置自治体で1,387
機関（令和５年４月1日時点））

H31年度予算：438億円　　R2年度予算：487億円　　R3年度予算：555億円
R4年度予算：594億円　　R5年度予算：545億円
  R6年度予算：531億円 ＋ R5補正予算：30億円

生活困窮者自立支援法が2015（平成27）年4月1日に施行されてから2023（令和5）
年3月末までで、新規相談者は約286.0万人、自立支援計画の作成による継続的な支援を
行った者は約73.7万人となっている。継続的な支援を行った者のうち、約27.0万人が就
労・増収しており、2022（令和4）年度において継続的な支援を行った者のうち自立に
向けた改善が見られた者の割合が約8割となるなど、生活困窮状態を改善する効果が着実
に現れている。
生活困窮者の自立を、収入面と支出面から支える就労準備支援事業と家計改善支援事業

については、年々実施率が向上しており、2023年度の実施率はそれぞれ8割を超え、全
国において生活困窮者への支援体制の整備が進められているところである。
2023年度の主な取組みとしては、物価高騰等により生活が苦しい状態に置かれた生活

困窮者等に対する支援体制の強化を図るため、自立相談支援事業等における支援員の加配
やアウトリーチ支援員の配置を行ったほか、民間団体の取組みを助成する事業を実施し
た。
居住支援においては、一時生活支援事業のうち、入居支援や見守り支援等を行う地域居

住支援事業について、これまでシェルター事業の実施を前提としていたが、更なる事業実
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施の推進のため、2023年10月から単独での実施を可能とする運用の見直しを行った。
また、住居確保給付金については、2023年4月より、解雇された者だけではなく、シ

フト減等により収入が減少し、離職・廃業と同程度の状態にある者も再支給の対象とする
などの新型コロナウイルス感染症感染拡大時の特例措置を一部恒久化するとともに、自営
業者等の場合は、ハローワークでの求職活動に代え、事業再生のための活動でも求職活動
要件を満たすこととするなどの自立支援機能の強化が図られるような見直しを行った。
就労支援においては、就労体験・就労訓練を活用した就労支援の取組みの推進を図るた

め、就労体験・就労訓練先の開拓・マッチング事業を拡充し、就労体験・就労訓練の利用
者と受入企業双方に対するフォローアップ支援の追加や、利用者と受入企業への支援を行
うマッチング支援担当者を配置するモデル事業を実施した。
2023年1月からは、新型コロナウイルス感染症感染拡大により実施した特例貸付の償

還が始まっており、支援が必要な借受人の方に対しては、社会福祉協議会と自立相談支援
機関の連携により、アウトリーチも含めたプッシュ型のフォローアップ支援を実施してい
る。

	2	生活保護制度の概要
生活保護制度＊2は、その利用し得る資産や能力その他あらゆるものを活用してもなお生

活に困窮する方に対して、その困窮の程度に応じた必要な保護を行うことにより、健康で
文化的な最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長する制度であり、社会保障
の最後のセーフティネットと言われている。
保護の種類には、生活扶助、住宅扶助、医療扶助等の8種類があり、それぞれ日常生活
を送る上で必要となる食費や住居費、病気の治療費などについて、必要な限度で支給され
ている。

	3	生活保護の現状
2024（令和6）年2月時点の生活保護受給者数は約202万人（保護率：1.63％）であ

り、対前年同月比は2015（平成27）年9月以降、約8年連続でマイナスとなっており、
減少傾向にある（図表3-3-2）。
2024年2月時点の生活保護受給世帯数は約165万世帯であり、対前年同月比は2022

（令和4）年5月以降、1年10か月連続でプラスとなっている。近年の世帯数の動向を世
帯類型別にみると、「高齢者世帯」は増加率が縮小し、2022年1月以降は増加率0のあた
りを横ばいで推移しており、「母子世帯」は、対前年同月比が約11年連続でマイナスであ
り、「その他の世帯」は、コロナ禍となった2020（令和2）年6月以降、対前年同月比が
プラスに転化などの状況となっている（図表3-3-3）。
また、生活保護の申請件数の動向を、年度単位でみると、世界金融危機以降に約10年

連続で減少が続いていたところ、コロナ禍を境として増加傾向に転じている。

＊2	 生活保護制度の詳細を紹介したホームページ
	 厚生労働省　https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/seikatsuhogo/seikatuhogo/index.html
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	 図表3-3-2	 被保護人員・保護率・被保護世帯数の年次推移

被
保
護
世
帯
数
（
世
帯
）・
被
保
護
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（
人
）
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250
260
（万） （％）

0.50
0.60
0.70
0.80
0.90
1.00
1.10
1.20
1.30
1.40
1.50
1.60
1.70
1.80
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2.00
2.10
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2.40
2.50

保
護
率
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661,036

611,456 643,905 658,277
707,514 746,997

789,602
780,507

623,755
585,972 601,925

1,274,231

1,643,463
1,649,681

2,046,646

1,929,408

1,627,509 1,598,821

1,344,306
1,349,230

1,426,984 1,469,457
1,431,117

1,014,842

898,499

882,229

1,763,572

2,165,895

2,024,586

2,017,260

2.42

2.16

1.74

1.63

1.30

1.21

1.22

0.70

1.38

1.62

被保護人員

保護率

被保護世帯

2008

平
成
景
気

2022年度（確報値）

2,024,586人
1.62％

1,643,463世帯

2024年２月（速報値）
2,017,260人
1.63％

1,649,681世帯

神
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第
２
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石
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機
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1957
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世
界
金
融
危
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５
１
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１
９
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１
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９
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１
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２
２
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２
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２
４
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月

資料：被保護者調査（月次調査）（厚生労働省）（平成23年度以前の数値は福祉行政報告例）

	 図表3-3-3	 世帯類型別被保護世帯数の対前年同月伸び率の推移
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緊急事
態宣言
①
4/7～
5/25

緊急事
態宣言
②
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3/21

緊急事
態宣言
③

4/25～
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資料：被保護者調査 月次調査（厚生労働省）（平成24年3月以前は福祉行政報告例）（令和4年4月以降は速報値）
※総数には保護停止中を含む。

	4	生活保護基準の見直しについて
生活保護基準については、一般低所得世帯の消費実態との均衡が適切に図られるよう、

定期的に検証を行っている。2022（令和4）年12月に取りまとめられた社会保障審議会
生活保護基準部会の報告書を踏まえ、食費や光熱費などの日常的に必要な費用に対応する
生活扶助基準について、同部会の検証結果を反映することを基本とした上で、コロナ禍や
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物価上昇の影響等、足下の社会経済情勢等を総合的に勘案し、2023（令和5）、2024（令
和6）年度の臨時的・特例的な対応として、検証結果に基づく消費実態の水準に世帯人員
一人当たり月額1,000円を加算するとともに、加算を行ってもなお従前（2023年9月ま
で）の基準額から減額となる世帯については従前の基準額を保障することとした（2023
年10月施行）。

	5	生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度の見直しについて
生活困窮者自立支援制度及び生活保護制度については、「生活困窮者等の自立を促進す

るための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律」（平成30年法律第44号）の附
則第8条において、「施行後5年を目途として、改正後の規定の施行の状況について検討
を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる」とされて
いる。この規定等を踏まえ、2021（令和3）年10月以降、生活困窮者自立支援制度につ
いては「生活困窮者自立支援のあり方等に関する論点整理のための検討会・ワーキンググ
ループ」において、生活保護制度については「生活保護制度に関する国と地方の実務者協
議」において議論を行った。
2022（令和4）年6月からは「社会保障審議会生活困窮者自立支援及び生活保護部会」

において議論を深め、同年12月に「中間まとめ」が取りまとめられた。
2023（令和5）年9月から同部会を再開し、同年12月には「最終報告書」が取りまと

められ、「中間まとめ」で検討が必要とされた事項について、具体的な方向性が示された。
また、単身高齢者世帯の更なる増加や持ち家比率の低下等により、住まい支援に対する
ニーズが今後ますます高まることにかんがみ、「全世代型社会保障構築会議」や「住宅確
保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会」（国土交通省・厚生労働省・
法務省の3省合同で開催）における議論も踏まえ、居住支援に関する制度見直しの具体的
な方向性についても「最終報告書」において整理された。
「最終報告書」において示された方向性等を踏まえ、2024（令和6）年2月に、①居住
支援の強化のための措置、②子どもの貧困への対応のための措置、③支援関係機関の連携
強化等を盛り込んだ「生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律案」を国会に提出し
た。

	 第4節	 困難な問題を抱える女性への支援

（1）困難な問題を抱える女性への支援
女性が抱える困難な問題は、性暴力や性的虐待、性的搾取等の性的な被害や家庭関係の

破綻、生活困窮など、多様化するとともに複合化し、そのために複雑化している。このよ
うな状況は、新型コロナウイルス感染症の影響により顕在化し、「孤独・孤立対策」と
いった視点を含め新たな女性支援強化が喫緊の課題となった。
こうした中、困難な問題を抱える女性を支援する施策を、従前の根拠法であった旧売春

防止法から脱却させ、支援対象者の意思の尊重と福祉の増進、人権の擁護等を理念とする
新たな支援の仕組みを構築する「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（令和4
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年法律第52号。以下「女性支援新法」という。）が2022（令和4）年度に成立し、2024
（令和6）年4月から施行されている（一部再掲）。引き続き、女性支援新法に基づき困難
な問題を抱える女性への包括的な支援を推進する。
また、女性支援新法に基づく「民間団体との協働」による支援として、若年層をはじめ

とした困難を抱える女性が支援に円滑につながるよう、SNSを活用した相談窓口の開設
を促進するとともに、公的機関と民間支援団体が密接に連携し、アウトリーチによる相談
支援や居場所の確保等を行う事業も実施している。

（2）配偶者からの暴力被害者の保護
配偶者からの暴力（DV）は、人権を著しく侵害する大きな社会問題である。2022（令

和4）年度の全国の婦人相談所＊3及び婦人相談員の受け付けた来所による女性相談者の実
人員77,396人（2021（令和3）年度75,279人）のうち、「夫等の暴力」を主訴とする者
が34,514人（2021年度34,265人）であり、相談理由の44.6％（2021年度45.5％）を
占めるなど、配偶者からの暴力の被害者の割合が高水準で推移しており（図表3-4-1）、
関係府省庁（内閣府、警察庁等）及び関係機関（配偶者暴力相談支援センター、警察、裁
判所等）との密接な連携を図るなど、引き続き取組みを強化することが必要である。

	 図表3-4-1	 婦人相談所及び婦人相談員が受け付けた夫等からの暴力に関する相談人数	（来所相談）及び相談全体に占める割合の推移
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35,000
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19,102
（25.6%）

20,119
（28.3%）
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（28.9%）
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（29.6%）

23,758
（30.6%）

24,879
（31.3%）

27,183
（32.6%）

28,272
（33.0%）27,453

（34.1%）

30,000
（35.8%）

32,110
（37.8%）

31,956
（38.1%）

33,901
（40.5%）32,403

（40.8%）
32,281

（41.2%）

32,914
（41.4%）

34,541
（42.6%）

34,265 
（45.5%）

34,514
（44.6％）

34,514
（44.6％）

（実人数）

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R4年度R3年度R2年度R元年度

38,366
（46.9%）

※（　）内は、相談全体に占める夫等からの暴力の割合。

資料：厚生労働省女性支援室調べ

＊3	 2024（令和6）年4月の「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」の施行に伴い、「婦人相談所」は「女性相談支援センター」
に、「婦人相談員」は「女性相談支援員」に、「婦人保護施設」は「女性自立支援施設」に名称が変更されている。
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（3）人身取引（性的サービスや労働の強要等）被害女性の保護
人身取引（性的サービスや労働の強要等）被害女性の保護については、婦人相談所にお

いて、481名（2001（平成13）年4月1日～2023（令和5）年3月31日）の保護が行わ
れてきた。
なお、「人身取引対策行動計画2022」に基づき、人身取引被害女性の保護・支援を図っ

ているところであり、婦人相談所等においても、警察、出入国在留管理庁、大使館、
IOM（国際移住機関）等の関係機関と連携を図りながら、被害女性の立場に立った保護・
支援を実施している。

	 第5節	 自殺対策の推進

我が国の自殺者数は、警察庁の自殺統計原票を集計した結果によると、1998（平成
10）年から14年連続して年間3万人を超えて推移していたが、2010（平成22）年以降
は10年連続の減少となっており、2019（令和元）年の年間自殺者数は、20,169人と、
1978（昭和53）年の統計開始以来最小となった。しかしながら、新型コロナウイルス感
染症等の影響を受け自殺の要因となり得る様々な問題が悪化した可能性が示唆されてお
り、2020（令和2）年の年間自殺者数は21,081人と11年ぶりに増加に転じた。2023
（令和5）年は、年間自殺者数は21,837人（男性14,862人、女性6,975人）と、前年に
比べ44人（0.2％）減少した（図表3-5-1）。
自殺の多くは多様かつ複合的な原因及び背景を有しており、様々な要因が連鎖する中で

起きている。2023年中の原因・動機特定者は19,449人であり、原因・動機は「健康問
題」（12,403件）、「経済・生活問題」（5,181件）、「家庭問題」（4,708件）、「勤務問題」
（2,875件）の順となっている。
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	 図表3-5-1	 自殺者数の年次推移

（人）

（年）
5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

自
殺
者
数

総数

男性

女性

○令和５年の自殺者数は21,837人となり、対前年比44人（約0.2％）減。
○男女別にみると、男性は２年連続の増加、女性は４年ぶりの減少となっている。また、男性の自殺者数は、女性の約

2.1倍となっている。
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S53 S55 S57 S59 S61 S63 H2 H4 H6 H8 H10 H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4

自殺の原因・動機
家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 交際問題 学校問題 その他 不詳

令和5年 4,708 12,403 5,181 2,875 877 524 1,776 2,388

注：�自殺の原因・動機は、遺書等の生前の言動を裏付ける資料がある場合に加え、家族等の証言から考えうる場合も含め、
自殺者一人につき４つまで計上可能である。

参考：自殺者総数から原因・動機不詳を引いた原因・動機特定者数は、19,449人。
資料：警察庁自殺統計原票データより厚生労働省自殺対策推進室作成

2006（平成18）年に成立した自殺対策基本法（平成18年法律第85号）及び政府が推
進すべき自殺対策の指針である「自殺総合対策大綱」（以下「大綱」という。）に基づき、
2026（令和8）年までに、自殺死亡率（人口10万人当たりの自殺者数）を2015（平成
27）年と比べて30％以上減少させることを目標として総合的に自殺対策を推進している。
大綱の基本理念である「生きることの包括的な支援」を進めるためには、大綱に掲げた

様々な施策が確実に実施されることが重要である。2019（平成31）年3月から、国、地
方公共団体、関係団体、民間団体が連携・協働するため、また、施策の実施状況、目標の
達成状況等を検証し、施策の効果等を評価するため、「自殺総合対策の推進に関する有識
者会議」を開催し、2021（令和3）年度には、大綱の見直しに向けた意見が取りまとめ
られた。その後、閣僚級の自殺総合対策会議での大綱案の決定を経て、2022（令和4）
年10月に第4次大綱が閣議決定され、これまでの取組みに加え、子ども・若者、女性に
対する対策や地域自殺対策の取組みの強化等を推進することとしている。
また、地域レベルでの自殺対策の取組みについては、都道府県及び市町村は自殺対策計

画を策定し、国及び地域自殺対策推進センターにおいて、計画のPDCAサイクルが推進
されるよう支援を行っている。
今後、自殺対策の一層の充実を図っていくためには、保健、医療のみならず、福祉、教

育、労働など、広く関連施策と連動した総合的かつ効果的な自殺対策の実施に必要な調査
研究及び検証並びにその成果の活用や地域レベルの実践的な自殺対策の取組みへの支援な
どを総合的かつ的確に推進する仕組みの整備が必要とされている。このような認識の下、
2019年6月、「自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するための調査研究及びその成果
の活用等の推進に関する法律」（令和元年法律第32号）が成立し、自殺対策を支える調査
研究及びその成果の活用等の中核を新たに担う厚生労働大臣の指定調査研究等法人とし
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て、2020年4月から「一般社団法人いのち支える自殺対策推進センター」が活動を開始
した。当該指定法人による、個々の自治体の自殺の状況をまとめた「地域自殺実態プロ
ファイル」の提供や、自治体の自殺対策担当者向けの研修会の実施等により、地域の実情
に応じた実践的な自殺対策の取組みを支援している。
近年、全体の自殺者数は減少していたものの、未成年者の自殺者数は増加の傾向が見ら

れ、2022年の小中高生の自殺者数は過去最多の514人となり、2023年も513人と高い
水準となっている。
こどもの自殺対策については、2023年6月に「こどもの自殺対策に関する関係省庁連

絡会議」において「こどもの自殺対策緊急強化プラン」が取りまとめられた。同プランに
おいては、こどもの自殺対策の柱の一つとして、市町村等では対応が困難な場合に助言等
を行う多職種の専門家により構成される「こども・若者の自殺危機対応チーム」を全国に
設置することが盛り込まれており、厚生労働省では、同チームの設置・運営について、地
域自殺対策強化交付金により支援を行っている。
学校においては、命や暮らしの危機に直面したとき、誰にどうやって助けを求めればよ

いかの具体的かつ実践的な方法を学ぶとともに、つらいときや苦しいときには助けを求め
てもよいということを学ぶ「SOSの出し方に関する教育」を含む自殺予防教育を文部科
学省とともに推進し、学校と地域の専門家との間での協力・連携関係の構築等を図ってい
る。

	 第6節	 戦没者の遺骨収集、戦傷病者・戦没者遺族等への援護など

厚生労働省では、先の大戦による戦傷病者や戦没者遺族等の援護、戦没者の追悼、戦没
者の遺骨収集事業や戦没者遺族による慰霊巡拝を実施しているほか、先の大戦による混乱
の中で中国や樺太で残留を余儀なくされた中国残留邦人等への支援などを行っている。

	1	国主催の戦没者追悼式、次世代への継承
（1）戦没者追悼式の開催
国は毎年、先の大戦での戦没者を追悼するた

め、全国戦没者追悼式と千鳥ヶ淵戦没者墓苑拝
礼式を開催している。
国が主催する全国戦没者追悼式は、先の大戦

で多くの尊い犠牲があったことに思いを馳せ、
戦没者を追悼するとともにその尊い犠牲を永く
後世に伝え、恒久平和への誓いを新たにしよう
とするものである。毎年8月15日に、天皇皇
后両陛下の御臨席を仰ぎ、日本武道館で実施し
ている。なお、先の大戦の記憶を風化させるこ
となく次世代へ継承していくという観点から、青少年（18歳未満）の遺族にも献花して

全国戦没者追悼式（天皇皇后両陛下の御臨席を仰いで実施）
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いただくなど、式典に参加していただいている＊4。
厚生労働省主催の千鳥ヶ淵戦没者墓苑拝礼式では、毎年春に、皇族の御臨席を仰ぎ、国
の施設である千鳥ヶ淵戦没者墓苑に納められている遺骨に対して拝礼を行っている＊5。ま
た、拝礼式においては、遺骨収集事業により収容した戦没者の遺骨のうち、遺族に引き渡
すことのできない遺骨の納骨を行っている。

（2）昭和館・しょうけい館
戦中・戦後の国民生活上の労苦を伝える「昭和館」及び戦傷病者とその家族の労苦を伝

える「しょうけい館」では、さきの大戦における、兵士、戦後強制抑留者及び海外からの
引揚者の労苦を伝える「平和祈念展示資料館」（総務省委託）と連携し、小・中学生など
を対象とした「夏休み3館めぐりスタンプラリー」を実施している。また、2023（令和
5）年度は、「昭和館」、「しょうけい館」及び「平和祈念展示資料館」が、宮城県におい
て地方展を同時開催した。
なお、「しょうけい館」は2023年10月25日に所在地を移転し、常設展示のリニュー

アルを行うとともに、移転記念企画展を開催した。
加えて、「昭和館」及び「しょうけい館」においては、戦中・戦後の労苦体験を後世へ

着実に継承するため、2016（平成28）年度から2021（令和3）年度までの間、戦後世
代の語り部の育成事業を実施した。さらに、2019（令和元）年度からは、戦後世代の語
り部の活動事業を実施し、2023年度においても毎月の定期講話会を開催した。また、「昭
和館」においては、より幅広い方に戦中・戦後の労苦を知っていただくため、自宅等から
でも同館が所蔵する映像・音響資料を閲覧できるデジタルアーカイブを公開した。

	2	戦没者の遺骨収集事業、慰霊巡拝等の推進
（1）遺骨収集事業
先の大戦では、約310万人の方が亡くなり、そのうち、海外（沖縄及び硫黄島を含む。）

における戦没者は約240万人に及ぶが、これまでに収容された遺骨は約128万柱であり、
現時点においても約112万柱＊6が未収容となっている。厚生労働省では、1952（昭和
27）年度以降、相手国政府の理解が得られた地域などから順次遺骨収集を行い、これま
でに約34万柱を収容している。
2016（平成28）年3月に議員立法により成立した「戦没者の遺骨収集の推進に関する

法律」（平成28年法律第12号。以下「遺骨収集推進法」という。）によって、遺骨収集が
国の責務であること、2024（令和6）年度までの期間を遺骨収集の推進に関する施策の
集中実施期間とすることなどが定められた＊7。同法に基づき、「戦没者の遺骨収集の推進に
関する基本的な計画」（平成28年5月31日閣議決定。以下「基本計画」という。）を策定
し、一般社団法人日本戦没者遺骨収集推進協会とともに、官民一体となって戦没者の遺骨
収集を実施している。
＊4	 2020（令和2）年、2021（令和3）年、2022（令和4）年、2023（令和5）年は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点か

ら縮小開催。
＊5	 2020年、2021年は新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点から中止、2022年、2023年は縮小開催。
＊6	 このうち、相手国の事情により収容自体が困難となっている地域に眠る遺骨（約23万柱）及び海没した遺骨（約30万柱）を除いても

なお、約59万柱が未収容のままとなっている。
＊7	 このほか、関係行政機関の間で連携協力を図ること、厚生労働大臣が指定する法人が、戦没者の遺骨に関する情報収集や遺骨収集を行う

こと等が定められた。
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また、日本人ではない遺骨が収容された可能性が指摘されながら、適切な対応が行われ
なかった事例を受け、2020（令和2）年5月には、「戦没者遺骨収集事業及び事業実施体
制の抜本的な見直しについて」を厚生労働省において取りまとめ、遺骨収集事業のガバナ
ンスの強化等を図るとともに、収容・鑑定の在り方を見直し、科学的な所見への適切な対
応を行うこととした。
新型コロナウイルス感染症の影響により遺骨収集事業が計画どおり実施できなかったこ

とを踏まえ、2023（令和5）年6月に遺骨収集推進法が改正され、集中実施期間が2029
（令和11）年度まで5年間延長された。この延長の趣旨を踏まえ、基本計画の改正を行い
（令和5年7月28日閣議決定）、政府が保有する埋葬等の情報に関し、集中実施期間の終
期である2029年度までに遺骨の有無の確認に関する現地調査を実施することなどを定め
た。
2023年度は、「令和5年度における戦没者の遺骨収集事業実施計画」の下、現地情勢等

を踏まえつつ事業を実施し、516柱相当の遺骨のDNA鑑定用の検体を採取するとともに、
139柱の遺骨を収容した＊8。

1硫黄島及び沖縄における遺骨収集事業の実施
硫黄島では、戦没者約2万1,900人のうち約1万1,200柱の遺骨が未収容であることか

ら、政府一体となって遺骨収集に取り組んでおり、2013（平成25）年12月に「硫黄島
に係る遺骨収集帰還推進に関する関係省庁会議」で決定された「硫黄島の滑走路地区等の
遺骨収集帰還に関する基本的方針」に基づき、2023年度は、前年度に引き続き、滑走路
地区東側半面において面的なボーリングによる地下壕探査等を実施した。また、滑走路以
外の地域においても遺骨や壕等の存在が推測される地点の調査を継続して実施し、66柱
の遺骨を収容した。
また、沖縄においても、沖縄県や民間団体等と協力して遺骨収集を実施しており、

2023年度は60柱の遺骨を収容した。

2旧ソ連・モンゴル地域における遺骨収集事業の実施
約57万5,000人が強制抑留され、劣悪な環境のもと、長期にわたり過酷な強制労働に

従事させられ、約5万5,000人（うちモンゴル約2,000人）が死亡した旧ソ連・モンゴル
地域については、「戦後強制抑留者に係る問題に関する特別措置法」（平成22年法律第45
号）に基づく「強制抑留の実態調査等に関する基本的な方針」（平成23年8月5日閣議決
定）を踏まえ、関係省庁と連携し、民間団体等の協力も得ながら遺骨収集を進めており、
2023年度は、カザフスタンにおいて13柱の遺骨を収容した。
2015（平成27）年4月には、ロシア連邦政府等から提供された抑留者に関する資料の

全てについて、資料の概要と主な記載事項などを公表した。さらに、同月以降、提供資料
のうち、死亡者に関する資料については、カナ氏名、死亡年月日などを公表し、日本側資
料と照合の結果、2023年度に新たに身元を特定した127名（うちモンゴル28名）を含
む累計40,966名（うちモンゴル1,500名）の漢字氏名を厚生労働省ホームページに掲載
＊8	 2020年5月の「戦没者遺骨収集事業及び事業実施体制の抜本的な見直しについて」に基づき、まずは遺骨の検体を持ち帰り、鑑定結果

と遺留品等を踏まえ、日本人か否かの判定（所属集団判定）を実施し、日本人と判定された遺骨については、検体以外の部位も収容する
こととしている。
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している。
なお、今後、調査・収容を実施する予定の埋葬地は旧ソ連地域の53か所となっている。

3南方等戦闘地域における遺骨収集事業の実施
近年、残存する遺骨の情報が減少しているた

め、2006（平成18）年度から、情報が少ない
ビスマーク・ソロモン諸島、パプアニューギニ
アなどの海外南方地域を中心に、現地の事情に
精通した民間団体に協力を求め、幅広く情報を
収集しているほか、2009（平成21）年度から、
米国や豪州などの公文書館などに保管されてい
る当時の戦闘記録等資料の調査を行うなど、遺
骨収集に必要な情報を収集している。
こうして収集された情報をもとに、2023年

度は、390柱相当の遺骨のDNA鑑定用検体を採取した。

4戦没者遺骨鑑定センターにおける取組み
遺骨の科学的な鑑定体制を強化するため、2020年7月に厚生労働省に戦没者遺骨鑑定

センターを立ち上げ、外部専門家も登用し、遺骨鑑定に関する研究等に取り組んでいる。
2022（令和4）年9月には、さらなる鑑定体制の強化を図るため、鑑定機関（大学）へ
の委託に加えて、厚生労働省自らがDNA鑑定を実施する分析施設（戦没者遺骨鑑定セン
ター分室）を設置した。
また、法医学、人類学等の専門的知識を有する者で構成する「戦没者遺骨鑑定センター

運営会議」において、戦没者遺骨鑑定の状況や新たな鑑定技術の活用等について議論を
行っている。さらに、日本人の遺骨であるか否かを判断するための「所属集団判定会議」
及び遺族に返還するために身元を特定する「身元特定DNA鑑定会議」を定期的に開催し、
その結果を公表するとともに、「戦没者の遺骨収集に関する有識者会議」への報告等を
行っている。

5遺留品等の手掛かり情報がない戦没者遺骨の身元特定のためのDNA鑑定の実施
収容した戦没者の遺骨については、遺留品等から身元が判明した場合には遺族に返還し

ている。2003（平成15）年度からは、遺留品や埋葬地記録等から遺族を推定できる場合
などであって遺族が希望する場合に、身元特定のためのDNA鑑定を実施している。
また、遺留品や埋葬地記録等の情報がある場合は限られていることから、2017（平成

29）年度には沖縄県の、2020年度は硫黄島及びキリバス共和国ギルバート諸島タラワ環
礁の、手掛かり情報がない戦没者の遺骨について、公募により身元特定のためのDNA鑑
定を試行的に実施し、硫黄島の戦没者遺骨2柱、キリバス共和国の戦没者遺骨2柱につい
て、それぞれ身元が判明した。
これらの試行的取組みの結果を踏まえ、2021（令和3）年10月から、対象地域を厚生

労働省が遺骨の検体を保管している全地域に拡大し、遺留品等の身元特定につながる手掛

パプアニューギニアにおける遺骨収集事業
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かり情報がなくても、応募があればDNA鑑定を実施することとした。これについては、
新聞広告などを通じた広報を行っているほか、関係する遺族に直接案内を送付している。
身元特定のためのDNA鑑定を開始した2003年度から2023年度までの間に、1,247件

の身元が判明した。

（2）慰霊巡拝等
戦没者の遺族の要望に応え、主要戦域や戦没者が眠

る海域での慰霊巡拝や、戦没者の遺児と主要戦域など
の人々が相互理解のため交流する慰霊友好親善事業を
実施している。
また、戦没者の慰霊と平和への思いを込めて、

1970（昭和45）年度以降、主要戦域等に戦没者慰霊
碑を建立（硫黄島と海外14か所）しているほか、旧
ソ連地域には個別に小規模慰霊碑を建立（16か所）
している。

	3	戦傷病者、戦没者遺族等への援護
先の大戦において、国と雇用関係又はこれに類似する特別の関係にあった軍人軍属等の

うち公務傷病等により障害の状態となった者や、死亡した軍人軍属等の遺族に対して、国
家補償の精神に基づき援護を行っている。具体的には、「戦傷病者戦没者遺族等援護法」
（昭和27年法律第127号）や、「戦傷病者特別援護法」（昭和38年法律第168号）に基づ
き、本人に対しては障害年金の支給、療養の給付などを、遺族に対しては遺族年金の支給
などを行っている＊9ほか、戦傷病者相談員や戦没者遺族相談員に委託して相談・指導を実
施している。
また、戦没者等の妻及び戦傷病者等の妻の精神的痛苦に対して特別の慰藉を行うために

特別給付金を支給しているほか、戦没者等の遺族に対して弔慰の意を表すために特別弔慰
金を支給している。

	4	中国残留邦人等への支援
1945（昭和20）年8月9日のソ連軍による対日参戦当時、中国の東北地方（旧満州地

区）や樺太に居住していた日本人の多くは、混乱の中で現地に残留を余儀なくされ、ある
いは肉親と離別し孤児となって現地の養父母に育てられたりした。厚生労働省では、こう
した中国残留邦人等の帰国支援や帰国後の自立支援を行っている。

（1）中国残留孤児の肉親調査
厚生労働省では、1975（昭和50）年より、中国残留孤児の肉親調査を行っており、

2000（平成12）年から、日中両国政府が孤児申立者、証言者から聞き取りを行い、報道
機関の協力により肉親を探す情報公開調査を行っている。これまで2,818名の孤児のう

＊9	 軍人については、原則として恩給法（大正12年法律第48号、総務省所管）が適用されるため、障害年金や遺族年金等の支給対象は、
主に恩給法に該当しない軍人、軍属及び準軍属並びにその遺族となっている。

ビスマーク諸島における慰霊巡拝
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ち、1,284名の身元が判明した。

（2）中国残留邦人等の帰国支援、自立支援
中国残留邦人等の永住帰国に当たっては旅費や自立支度金を支給し、親族訪問や墓参等

の一時帰国を希望する者には往復の旅費や滞在費を支給している。
永住帰国後は、中国残留邦人等や同行家族が円滑に社会生活を営むことができるよう、

首都圏中国帰国者支援・交流センターにおいて、定着促進のための日本語教育、生活指導
などを6か月間実施している＊10。地域定着後は中国帰国者支援・交流センター（全国7か
所）で日本語学習支援などを行っている。
また、中国残留邦人等は、帰国が遅れ、老後の備えが不十分であるという特別な事情に

あることにかんがみ、2008（平成20）年4月から、老後生活の安定のため満額の老齢基
礎年金等を支給するとともに、世帯収入が一定基準を満たさない場合には支援給付を支給
するほか、2014（平成26）年10月からは、死亡した中国残留邦人等と労苦を共にして
きた永住帰国前からの配偶者に対して配偶者支援金を支給している。
さらに、中国残留邦人等やその家族が地域社会でいきいきと暮らせるよう、地方自治体

が中心となって、日本語教室、自立支援通訳の派遣、地域交流などの事業や中国残留邦人
等の二世に対する就労支援事業を行っている。また、中国残留邦人等の高齢化に伴い、介
護需要が増加していることを踏まえ、中国残留邦人等が安心して介護サービスを受けられ
るよう、2017（平成29）年度から、中国帰国者支援・交流センターにおいて、中国語等
による語りかけボランティアの派遣などを行っている。このほか、次世代へ中国残留邦人
等の体験と労苦を継承するため、証言映像公開及び戦後世代の語り部講話活動事業を行っ
ている。

＊10	国内唯一の宿泊研修施設であった「中国帰国者定着促進センター」は、建物の老朽化や帰国者の減少などを踏まえ、2015（平成
27）年度をもって閉所したが、2016（平成28）年度からはその機能を「首都圏中国帰国者支援・交流センター」に統合し、同様の支
援を継続している。
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